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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における良好な景観の形成に必要な事項及び景観法（平

成 16 年法律第 110 号。以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるこ

とにより、愛着と誇りの持てるまちづくり及び観光その他の地域間交流の促進並

びに魅力あるまちの後世への継承に資することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 本市の景観は、法第２条に規定する基本理念のほか、自然環境、建築物、

都市基盤その他目に見えるものだけでなく、まちの歴史及び文化、人々の活動、

生活の雰囲気その他目に見えないものが融合したものであることを旨として、そ



の整備、保全及び創出が図られなければならない。 

（市の責務） 

第３条 市は、良好な景観の形成に必要な施策を策定し、これを総合的かつ計画的

に実施しなければならない。 

２ 市は、前項に規定する施策の策定及び実施にあたっては、市民及び事業者の意

見を反映するよう努めなければならない。 

３ 市は、法、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）その他良好な景観の形成に関

連する法令による制度を積極的に活用し、良好な景観の形成に関する施策の実効

性を高めるよう努めなければならない。 

４ 市は、良好な景観の形成に関する知識の普及及び意識の高揚を図るため、必要

な施策を講じなければならない。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、第２条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり、土地の利用等の事業活動に関し、良好な景観の形成に自ら努めるとともに、

本市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、良好な景観の形成に関する理解を深め、良

好な景観の形成に積極的な役割を果たすよう努めるとともに、本市が実施する良

好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

（相互の連携及び協力） 

第６条 市民、事業者及び本市は、良好な景観の形成のために相互に連携し、協力

しなければならない。 

（定義） 

第７条 この条例において使用する用語は、法及び景観法施行令（平成 16 年政令第

398 号。以下「令」という。）において使用する用語の例によるほか、それぞれ次

の各号に定めるところによる。 



(1) 建築物の建築等 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更する

こととなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

(2) 工作物（建築物以外の工作物で規則で定めるものをいう。）の建設等 工作物

の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模

様替え又は色彩の変更 

第２章 景観計画及びこれに基づく措置 

第１節 景観計画の策定等 

（景観計画） 

第８条 市は、良好な景観の形成を総合的かつ計画的に推進するため、法第８条第

１項に規定する景観計画を定める。 

（沿道景観形成地区及び重点地区の指定） 

第９条 市は、景観計画区域のうち、沿道の良好な景観の形成を図る必要があると

認める区域を沿道景観形成地区として指定することができる。 

２ 市は、景観計画区域のうち、良好な景観の形成を重点的に図る必要があると認

める区域を重点地区として指定することができる。 

３ 前２項の沿道景観形成地区内及び重点地区内における法第８条第２項第２号に

規定する良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項は、沿道景観形成地

区又は重点地区ごとに定めることができる。 

第２節 行為の規制等 

（景観計画への適合） 

第 10 条 景観計画区域内において、建築物の建築等又は工作物の建設等を行う者は、

当該建築物又は工作物を景観計画に適合させるよう努めなければならない。 

（届出を要する行為） 

第 11 条 法第 16 条第１項第４号に規定する条例で定める行為（同条第５項の規定

による通知を含む。以下この条において同じ。）は、次に掲げる行為とする。 

(1) 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更 



(2) 屋外における土石、廃棄物(廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法

律第 137 号)第２条第１項に規定する廃棄物をいう。)、再生資源(資源の有効

な利用の促進に関する法律(平成３年法律第 48 号)第２条第４項に規定する再

生資源をいう。)その他の物件の堆積 

２ 前項の規定による届出は、規則で定めるところにより行うものとする。 

（届出に係る助言等） 

第 12 条 市長は、法第 16 条第１項の規定による届出が、景観計画に適合するかど

うか審査するにあたり、伊勢市都市計画審議会（都市計画法第 77 条の２に基づ

き設置する都市計画審議会をいう。以下「審議会」という。）の意見を聴くこと

ができる。 

（勧告の手続及び公表） 

第 13 条 市長は、法第 16 条第３項の規定による勧告をしようとするときは、あら

かじめ、審議会の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、法第 16 条第３項の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なくその

勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。 

３ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表

に係る者に意見を述べる機会を与えるものとする。 

（適用除外） 

第 14 条 景観計画区域（沿道景観形成地区及び重点地区を除く。）内における法第

16 条第７項第 11 号に規定する条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

(1) 建築物の建築等で規則で定めるもの及び仮設の建築物の建築等 

(2) 工作物の建設等で規則で定めるもの 

(3) 法第 16 条第１項第３号及び条例第 11 条第１項第１号に規定する行為で規則

で定めるもの 

(4) 条例第 11 条第１項第２号に規定する行為で規則で定めるもの 

(5) 法令の規定に基づき、許可若しくは認可を受け、若しくは届け出て行う行為



又は国の機関若しくは地方公共団体が行う行為のうち、良好な景観の形成のた

めの措置が講じられているものとして規則で定めるもの 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が良好な景観の形成に支障を及ぼさないと

認める行為で規則で定めるもの 

２ 第９条第１項に規定する沿道景観形成地区内及び同条第２項に規定する重点地

区内における法第 16 条第７項第 11 号に規定する条例で定める行為は、景観計画

において定められた地区ごとに規則で定めるものとする。 

（事前相談等） 

第 15 条 景観計画区域内において法第 16 条に規定する行為を行おうとする者は、

届出の前に当該行為が景観計画に定める行為の制限に適合するか否かについて、

あらかじめ、市長に相談しなければならない。 

２ 市長は、前項の相談があった場合において、当該相談に係る行為が景観計画に

定める行為の制限に適合しないと認めるときは、当該相談をした者に対し、必要

な措置を講じるよう助言し、又は指導するものとする。 

（特定届出対象行為） 

第 16 条 法第 17 条第１項に規定する条例で定める特定届出対象行為は、次に掲げ

る行為とする。 

(1) 建築物の建築等 

(2) 工作物の建設等 

（変更命令の手続） 

第 17 条 市長は、法第 17 条第１項又は第５項の規定により、必要な措置を命じよ

うとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。 

（行為の着手制限の期間の短縮） 

第 18 条 市長は、法第 18 条第２項の規定により同条第１項に規定する期間を短縮

するときは、法第 16 条第１項又は第２項の規定による届出をした者に対し、そ

の旨を通知しなければならない。 



第３節 景観重要建造物等 

（景観重要建造物又は景観重要樹木の指定） 

第 19 条 市長は、法第 19 条第１項の規定による景観重要建造物の指定又は同法第

28 条第１項の規定による景観重要樹木の指定をしようとするときは、あらかじめ、

審議会の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、法第 19 条第１項の規定により景観重要建造物を指定したとき又は同法

第 28 条第１項の規定により景観重要樹木を指定したときは、その旨を告示しな

ければならない。 

３ 前２項の規定は、景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の変更又は解除につ

いて準用する。 

（原状回復命令等の手続） 

第 20条 市長は、法第 23条第１項又は第 32条第１項の規定により原状回復を命じ、

又はこれに代わるべき必要な措置をとるべき旨を命じようとするときは、あらか

じめ、審議会の意見を聴かなければならない。 

第３章 景観地区等 

第１節 景観地区 

（認定申請書） 

第 21 条 法第 63 条第１項に規定する申請書には、景観法施行規則（平成 16 年国土

交通省令第 100 号）第 19 条第１項第１号から第５号までに定める書類のほか、

規則で定める図書を添付しなければならない。 

第２節 建築物に関する届出等 

（計画の認定に関する審議会への意見聴取） 

第 22 条 市長は、法第 63 条第１項の規定による申請又は法第 66 条第２項の規定に

よる通知に係る建築物の計画が、法第 62 条の規定に適合するかどうかを審査す

るにあたっては、審議会の意見を聴かなければならない。 

（完了等の届出） 



第 23 条 法第 63 条第２項又は第 66 条第３項の規定による認定を受けた者は、当該

認定に係る行為を完了し、又は中止したときは、速やかにその旨を市長に届け出

なければならない。 

（適用除外） 

第 24 条 法第 69 条第１項第５号に規定する良好な景観の形成に支障を及ぼすおそ

れが少ない建築物は、次に掲げるものとする。 

(1) 文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）の規定により登録有形文化財として

登録された建築物 

(2) 三重県文化財保護条例（昭和 32 年三重県条例第 72 号）の規定により三重県

指定有形文化財、三重県指定有形民俗文化財又は三重県指定史跡名勝天然記念

物に指定された建築物 

(3) 伊勢市文化財保護条例（平成 17 年伊勢市条例第 201 号）の規定により伊勢市

指定有形文化財、伊勢市指定有形民俗文化財又は伊勢市指定史跡名勝天然記念

物に指定された建築物 

(4) 前３号のいずれかの建築物であったものの原形を再現する建築物で、市長が

その原形の再現がやむを得ないと認めたもの 

(5) 地下に設ける建築物 

(6) 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為に係る建築物 

第３節 工作物の制限等 

（工作物の形態意匠の制限） 

第 25 条 法第 72 条第１項に規定する景観地区内における工作物の形態意匠は、規

則で定める設置の制限の基準（以下「形態意匠の基準」という。）に適合するも

のでなければならない。 

（形態意匠の認定） 

第 26 条 景観地区内において工作物の建設等をしようとする者（以下この条におい

て「申請者」という。）は、あらかじめ、その計画が、形態意匠の基準に適合す



るものであることについて、申請書を提出して市長の認定を受けなければならな

い。当該認定を受けた工作物の計画を変更して建設等を行おうとする場合も同様

とする。 

２ 市長は、前項の申請書を受理した場合においては、その受理した日から 30 日以

内に、申請に係る工作物の計画が形態意匠の基準に適合するかどうかを審査し、

審査の結果に基づいて形態意匠の基準に適合するものと認めたときは、当該申請

者に認定証を交付しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により審査をした場合において、申請に係る工作物の計画

が形態意匠の基準に適合しないものと認めるとき、又は当該申請の記載によって

は形態意匠の基準に適合するかどうかを決定することができない正当な理由が

あるときは、その旨及びその理由を記載した通知書を同項の期間内に当該申請者

に交付しなければならない。 

４ 申請者は、第２項の認定証の交付を受けた後でなければ、同項の工作物の建設

等の工事（令第 12 条で定める工事を除く。）は、することができない。 

（違反工作物に対する措置） 

第 27 条 市長は、第 25 条の規定に違反した工作物があるときは、建設等工事主（工

作物の建設等をする者をいう。以下同じ。）、当該工作物の建設等の工事の請負人

（請負工事の下請人を含む。以下この節において同じ。）若しくは現場管理者又

は当該工作物の所有者、管理者若しくは占有者に対し、当該工作物に係る工事の

施工の停止を命じ、又は相当の期限を定めて当該工作物の改築、修繕、模様替、

色彩の変更その他当該規定の違反を是正するために必要な措置をとることを命

ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定による処分をした場合においては、標識の設置その他規則

で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

３ 前項の標識は、第１項の規定による処分に係る工作物又はその敷地内に設置す

ることができる。この場合においては、同項の規定による処分に係る工作物又は



その敷地の所有者、管理者又は占有者は、当該標識の設置を拒み、又は妨げては

ならない。 

４ 第１項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくて

その措置を命ぜられるべき者を確知することができず、かつ、その違反を放置す

ることが著しく公益に反すると認められるときは、市長は、その者の負担におい

て、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせること

ができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及

びその期限までにその措置を行わないときは、市長又はその命じた者若しくは委

任した者がその措置を行うべき旨を、あらかじめ、公告しなければならない。 

５ 前項の措置を行おうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があった場合においては、これを提示しなければならない。 

（違反工作物の請負人に対する措置） 

第 28 条 市長は、前条第１項の規定による処分をした場合においては、当該処分に

係る工作物の工事の請負人の氏名又は名称及び住所その他規則で定める事項を、

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の定めるところにより当該請負人を監督す

る国土交通大臣又は都道府県知事に通知しなければならない。 

（国又は地方公共団体の工作物に対する認定等に関する手続の特例） 

第 29 条 国又は地方公共団体の工作物については、第 26 条から前条までの規定は

適用せず、次項から第５項までに定めるところによる。 

２ 景観地区内の工作物の建設等をしようとする者が国の機関又は地方公共団体

（以下この条において「国の機関等」という。）である場合においては、当該国

の機関等は、当該工事に着手する前に、その計画を市長に通知しなければならな

い。 

３ 市長は、前項の通知を受けた場合においては、当該通知を受けた日から 30 日以

内に、当該通知に係る工作物の計画が形態意匠の基準に適合するかどうかを審査

し、審査の結果に基づいて、当該基準に適合するものと認めたときにあっては当



該通知をした国の機関等に対して認定証を交付し、当該基準に適合しないものと

認めたとき、又は当該基準に適合するかどうかを決定することができない正当な

理由があるときにあっては、その旨及びその理由を記載した通知書を当該通知を

した国の機関等に対して交付しなければならない。 

４ 第２項の通知に係る工作物の建設等の工事（令第 12 条で定める工事を除く。）

は、前項の認定証の交付を受けた後でなければ、することができない。 

５ 市長は、国の機関等の工作物が形態意匠の基準に違反すると認める場合におい

ては、直ちに、その旨を当該工作物を管理する国の機関等に通知し、第 27 条第

１項に規定する必要な措置をとるべきことを要請しなければならない。 

（計画の認定に関する審議会への意見聴取） 

第 30 条 市長は、第 26 条第１項の規定による申請又は前条第２項の規定による通

知に係る工作物の計画が、第 25 条の規定に適合するかどうかを審査するにあた

って、必要と認めるときは、審議会の意見を聴かなければならない。 

（工事現場における認定の表示等） 

第 31 条 景観地区内の工作物の建設等の工事の施工者は、当該工事現場の見やすい

場所に、建設等工事主、設計者（その者の責任において、設計図書を作成した者

をいう。以下同じ。）、工事施工者（工作物に関する工事の請負人又は請負契約に

よらないで自らその工事をする者をいう。以下同じ。）及び工事の現場管理者の

氏名又は名称並びに当該工事に係る計画について第 26 条第２項及び第 29 条第３

項の規定による認定があった旨の表示をしなければならない。 

２ 景観地区内の工作物の建設等の工事の施工者は、当該工事に係る第 26 条第２項

又は第 29 条第３項の規定による認定を受けた計画の写しを当該工事現場に備え

て置かなければならない。 

（完了等の届出） 

第 32 条 第 26 条第２項及び第 29 条第３項の規定による認定を受けた者は、当該認

定に係る行為を完了し、又は中止したときは、速やかにその旨を市長に届け出な



ければならない。 

（適用除外） 

第 33 条 第 25 条から前条までの規定は、次に掲げる工作物については、適用しな

い。 

(1) 令第 20条第6号イ及びハに掲げる法律の規定により形態意匠に係る義務が定

められている工作物 

(2) 法第 19 条第１項の規定により景観重要建造物として指定された工作物 

(3) 文化財保護法の規定により国宝、重要文化財、特別史跡名勝天然記念物若し

くは史跡名勝天然記念物として指定され、又は仮指定された工作物 

(4) 文化財保護法の規定により登録有形文化財として登録された工作物 

(5) 三重県文化財保護条例の規定により、三重県指定有形文化財、三重県指定有

形民俗文化財又は三重県指定史跡名勝天然記念物に指定された工作物 

(6) 伊勢市文化財保護条例の規定により、伊勢市指定有形文化財、伊勢市指定有

形民俗文化財又は伊勢市指定史跡名勝天然記念物に指定された工作物 

(7) 前４号に掲げる工作物であったものの原形を再現する工作物で、市長がその

原形の再現がやむを得ないと認めたもの 

(8) 地下に設ける工作物 

(9) 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為に係る工作物 

（報告及び立入検査） 

第 34 条 市長は、この節の規定の施行に必要な限度において、工作物の所有者、管

理者若しくは占有者、建設等工事主、設計者、工事監理者若しくは工事施工者に

対し、工作物の建設等に関する工事の計画若しくは施工の状況その他必要な事項

に関し報告させ、又はその職員に、工作物の敷地若しくは工事現場に立ち入り、

工作物、工作物の材料その他工作物に関する工事に関係がある物件を検査させる

ことができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関



係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

第４章 表彰及び支援 

 （表彰） 

第 35 条 市長は、良好な景観の形成に寄与していると認められる建築物等について、

当該建築物等の所有者、事業者等を表彰することができる。 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、良好な景観の形成に寄与すると認められる

行為を行った者を表彰することができる。 

（助成） 

第 36 条 市長は、重点地区内において建築物の建築等又は工作物の建設等を行う者

に対し、良好な景観の形成に著しく貢献すると認めるときは、当該行為に要する

経費の一部を予算の範囲内において助成することができる。 

２ 市長は、景観重要建造物の所有者に対し、保全のために必要があると認めると

きは、保全に要する費用の一部を予算の範囲内において助成することができる。 

第５章 雑則 

（委任） 

第 37 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 21 年 10 月１日から施行する。ただし、第８条及び第９条の

規定については、平成 21 年４月１日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 伊勢市まちなみ保全条例（平成元年条例第 24 号。以下「まちなみ保全条例」と

いう。）及び二見町の景観・文化を守り、育て、創る条例（平成 13 年条例第 24



号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に前項の規定による廃止前のまちなみ保全条例第 10 条

の規定による貸付けの決定があった資金及び現に貸し付けた資金については、ま

ちなみ保全条例の規定は、この条例の施行後も、なお、その効力を有する。 

 

 


